
新規学校卒業者の採用計画等の意向調査を実施

＜労働局コメント＞

事業所の採用計画等の意向を把握
することによって、早期の求人提出
を促し、求人数の確保・県内就職率
の向上に資するものであることから、
今後も連携して当該取組を実施する。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

【島根県益田市】 【島根労働局ハローワーク益田】

【実施概要】

【役割分担】

益田圏域においても少子高齢化時代を受け、新規学校卒業者をはじめとした若年労働力の確
保が喫緊の課題となっており、当該若年求職者に対する就職支援策の推進、とりわけ新規学
校卒業者の就職支援を図るための就職援助事業、Uターン対策事業等に活用するために実施
したもの。

調査結果を事業所訪問・求人開拓（早期の求人提出勧奨を含む）、
各種事業への参加勧奨及び職業相談時等に活用することによって、
求人数（平成２５年３月末求人数 対前年同月比３８.２％増の１４
１人）、県内就職率（平成２５年３月末就職率 対前年同月比１４.
０Ｐ増の５４．０％）の向上に寄与している。

【益田市】（益田鹿足雇用推進協議会）
調査票発送業務

【ハローワーク】
調査票等の作成・調査結果の
集計業務

【効果】

≪照会先≫ 島根労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：0852-20-7016）（ http://shimane-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp)

年度当初において、益田鹿足雇用推進協議会会長・益田公共職業安定所長の連名で、管内の
５人以上規模の雇用保険適用事業所(H２５年度約５６０社)に対し、採用計画等（採用計画、
職場見学・インターンシップの受け入れの可否、企業説明会の参加の可否等）についての意
向調査を実施。
調査結果を益田鹿足雇用推進協議会(※)、益田公共職業安定所が共有し、求人開拓、雇用推進

協議会実施事業に対する参加勧奨および新規学校卒業者に係る事業所ニーズの把握等新規学校
卒業者に対する各種支援策に活用する。
(※) 事務局は益田市産業経済部 産業支援センター内に設置。


